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科学技術・学術審議会 学術分科会学術の基本問題に関する特別委員会（H25.4.2 資料３）

次世代火山研究 ・
人材育成プロジェクト

建議に基づく観測研究

特定の学術分野を効率化
に推進するため，長期・安
定的に，共同研究等を支
援する．

ある程度，解決方法が見
いだされた社会課題解決
型研究に対して，資源を
集中投資し，研究開発を
加速する．

火山災害の軽減に資する研究

火山観測研究の立ち位置
火山観測研究の現在の危機をどう乗り越え，どう発展させるか

（参考）ストークスによる研究の分類

地震・防災研究課にもできるとできないことがある
できることを考えて議論しましょう： 「科学官」経験者としての助言

開発局地震防災研究課

振興局学術機関課振興局の複数課
JSPS



火山観測研究の歴史
火山観測の始まり 1910年有珠山噴火 → 火山地震観測の有効性を証明

1928年阿蘇火山観測所（京大理），1933年浅間火山観測所（東大地震研），1959年伊豆大島観測所（東大地震研），

1960年桜島火山観測所（京大防災研），1962年島原火山観測所（九大），1964年霧島火山観測所（東大地震研）
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桜島火山の活発化 活動火山対策特別措置法の施行 火山噴火

火山噴火予知連絡会設置，
北大有珠火山観測所設置
岩木山（弘前大）観測開始
草津白根（東工大）観測開始

伊豆大島火山観測所改組
東北大学観測センター火山部門
設置

名古屋大学観測施設火山部門

国立大学の法人化

東北地方太平洋地震

御嶽山噴火を踏まえた今後の火
山観測研究の課題と対応

1989 

2014 

2009 

1994 

1999 

2004 

1984 

火山観測網の整備

火山観測網の広域化
データのテレメータ化
火山の２分類

総合集中観測

火山体構造探査

観測研究に加え実験等
の基礎研究
火山３分類

活動的，潜在的爆発活
力を有する，その他

火山観測研究に集中す
べき火山を34火山から
16火山にしぼり，研究
資源の集中化を図る

2007 噴火警報導入

16火山から
25火山へ

1977年8月 有珠山
1979年6月 阿蘇山
1979年10月 御嶽山
1983年10月 三宅島

1986年11月 伊豆大島
1989年7月 伊豆東部火山
1990年11月 雲仙普賢岳

2000年3月 有珠山
2000年6月 三宅島

2004年9月 浅間山

2011年1月 霧島山新燃岳

2014年9月 御嶽山
2015年5月 口永良部
★ 桜島は長期に活動継続

国立大学の法人化により、
各大学の独立性が高まり
全国規模での研究戦略
が立てにくくなった

活動火山対策特別措置法の改定

大学の火山観測
研究基盤の充実

火山噴火予知連絡会設置

火山噴火予知計画と地震
予知研究計画の統合



火山観測研究における直面する危機（財政）

• 老朽化した観測網維持の困難さ

• 年々厳しくなる運営費交付金

• 年々厳しくなる人員（研究者・技術支援者）

• 火山観測網整備の長期ビジョン構築が困難

• 火山活動発生頻度の少なさ⇒費用対効果
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高等局予算
T大学Z研究所

2009(H21)  1.0
施設経費 1.0
維持費 1.0

2014(H26)  0.68
施設経費 0.72
維持費 0.49

2019(R01)  0.62
施設経費 0.63
維持費 0.56

研究振興局予算
予知事業費（火山）
2009（H21)    1.0
火山関連全機関合計

2014（H26)    1.30
同上

2019（R01)    1.10
同上

第７次火山噴火予知計画
レビュー報告書より



火山観測網の整備例：伊豆大島
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集中観測・構造探査等実験観測の実施
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最充実していたのは
噴火と噴火の中間頃？

2000年頃雷災で機能停止

噴火直後に当時の最新鋭の機
器を整備しても次の噴火の時に
は老朽化しており，充分な観測
データが得られるとは限らない

技術職員の削減
昔は各観測所に複数技術職員駐在
伊豆大島にも２名駐在



火山噴火予知計画と地震予知研究計画の統合

• 第７次火山噴火予知計画レビュー

平成19（2007）年１月

Ⅱ．実施状況

１．火山観測研究の強化

２．火山噴火予知高度化のための基礎研究の推進

３．火山噴火予知体制の整備

４．特定火山の評価

(1) 浅間山

(2) 三宅島

(3) 阿蘇山

(4) 桜島

(5) その他の火山（噴火又は活動のあった火山）

５．「当面の富士山の観測研究の強化について（報
告）平成13年6月」の評価

• 地震及び火山噴火予知のための
観測研究レビュー

平成24（2012）年3月

Ⅲ．平成23年（2011年）東北地方太平洋地震

Ⅳ．近年発生した地震・火山に関する重要な成果

２．主な火山噴火

（１）桜島

（２）霧島山（新燃岳）

Ⅴ．実施状況

１．地震・火山現象予測のための観測研究成果

（２－２） 噴火予測システム（噴火シナリオ）

２．地震・火山現象解明のための観測研究の推進

（２－１） 火山噴火準備過程

（３－３） 火山噴火過程

（４） 地震発生・火山噴火素過程

３．新たな観測技術の開発

４．計画推進のための体制の整備

火山毎（期間内に発生
した噴火事象）に焦点

建議の記述内容・成果が火山
噴火予知連の活動そのもの

2007年 気象庁噴火警報導入

事象の解明を目標
研究の体系化へ志向



火山噴火予知連絡会
• 設置経緯

火山噴火予知計画（文部省測地学審議会（現文部科学省科学技
術・学術審議会測地学分科会）の建議）により、関係機関の研究及び
業務に関する成果及び情報の交換、火山現象についての総合的判
断を行うこと等を目的として、昭和49年に火山噴火予知連絡会が設
置された.

• 任務
１．関係諸機関の研究及び業務に関する成果・情報を交換し，各機

関における火山噴火予知に関する研究及び技術の促進を図る

２．火山噴火の際して，噴火現象について総合判断を行い，火山

情報の質の向上を図ることにより防災活動に資する

３．火山噴火予知に関する研究および観測の体制の整備のための

施策について総合的に検討する

審議会整理で，「予知連」は気象庁長官の私的諮問機関になった．
現在の予知連は，ほとんど任務２に専念している．（噴火警報が重要）
現今の火山観測研究体制危機について予知連は効力がない．



低頻度大規模火山現象の解明
地質データ等の収集と整理

【目標】事象分岐・論理を明らかにし，火山活動推移
モデルを構築して火山噴火予測へ

観測・解析技術の開発

研究体制の整備

・桜島大規模噴火
・高リスク小規模噴火

重点的に推進
・火山現象の解明とモデル化
・マグマ供給系・熱水系の構造解明
・中長期の火山活動の評価
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比較研究の推進

多項目観測・調査

災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）

火山部会の構成と目標（中道部会長）

研究者の内在的動機に基づく地震や火山に関する学術研究を推進し，
この成果を活用することにより災害の軽減に貢献することが目標ボトムアップ

拡大計画推進部会
2020．5/26

事象ごとの解明を目標
体系化へ志向

火山毎（期間内に発生
した噴火事象）に焦点 過去の火山噴火予知計画から

の脱皮が進んだ

でも，それを具体的に推進する
には？



研究基盤

自由な発想と体制
新規性（発想力）
競争性（モチベーション）
学際性・国際性（多様性）
新技術（イノベーション）

火山国である日本における火山学は，ダイナミックな自然現象を対象とする魅力的な学術分野
であると同時に，災害の軽減に貢献するという社会の要請と期待を受けた学術分野である．

＜ボトムアップ型の学術研究＞

科学技術・学術審議会の建議する「災害の軽
減に貢献するための地震火山観測研究計画」研究戦略

研究活動

魅力ある火山学の研究成果を
社会に還元する戦略を一元的に
構築する組織が必要

噴火発生時に全国の観測研究者が総力を挙げ
て，効率的に観測研究を推進する体制の構築

人材育成

火山学発展に寄与
災害軽減に貢献

色々な学術分野の知識が必要な火山現象の理解と新たな知
見の獲得には，全体として研究者数の少ない火山研究分野で
は，内外・全国の研究者の協力による教育体制が必要．
それに加え，現象の起こっている現場（火山）でのフィールド教
育も必要

トップダウン型の課題解決型プロジェ
クト「次世代火山研究・人材育成総合
プログラム」により研究を加速化

課題解決型研究とボトムアップ
研究の並行による相乗効果＋
戦略的な研究

実践的なフィールド教育の場として
人材育成コンソーシアムに協力

望まれる火山観測研究体制 ： 火山プロジェクト構想時考えたこと

定常的な観測網を整理統合
し，機器の共有，データの共
有を推進し，効率化を図る

ハードウエア：観測網，観測機材，計算機
ソフトウエア：技術支援職員，データベース

大学の法人化以降，年々厳しくなりつつある



火山観測研究体制の問題点

• 運営費交付金の漸減，定常的観測網の老朽化，
技術支援職員の漸減，若手研究者の減少等によ
り，非常な困難に面している．

• 国家財政を考えると，これまでのスタイルのままで
予算や定員の増額は望めない．

• 多くの大学・研究機関が地元の火山中心に研究を
進めている現状で，大きな噴火現象が起きた時に
対応できるか

根本的な改革を志向する必要がある
→ コロナ禍の東大総長のメッセージ

Society 5.0
→ 内閣府「火山研究連携機構（仮称）」



2020年5月12日

東京大学の学生・教職員のみなさん

外出の自粛が続いていますが、みなさんは元気に過ごしておられるでしょうか。

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界的な拡大によって、これまでにない規模での被害や生活の変化が生まれています。病と闘う最前線の医療の現場では、日々過酷な業務が続いています。
新型コロナウイルス感染症医療に従事されている教職員のみなさんに、心からの敬意と感謝の意をお伝えしたいと思います。

まだ治療における特効薬は模索中で、3密（密閉・密集・密接）の危険性を意識した人びとの自発的な行動変容が、感染拡大と被害を低減させる唯一の道となっています。その中で、国の緊急事態宣言と
東京都の緊急事態措置は、5月31日まで延長されました。この措置は、研究・教育の場としての大学の基本機能を厳しく制限するもので、人と人とのコミュニケーションが重要な役割を担う大学にとって、大
変つらい状況が続くことを意味します。しかし、教職員・学生のみなさんのみならず、社会全体の人びとの安全に関わることですので、東京大学としても、これまでの行動制限レベル3を国の緊急事態宣言
と東京都の緊急事態措置が解除されるまで延長することと致しました。

感染症との戦いは長期化しますが、この困難と向かいあい克服を模索する期間は、新しい形の研究教育のあり方を創りだす、貴重な実験の期間でもあります。新しい形での友人たちとのコミュニケーショ
ンを育み、同じ危機と闘っている世界に視野を広げる、絶好の機会でもあるのです。学生のみなさんには、東京大学としてできるかぎりの経済支援や学習環境の整備をいたしますので、不安や焦りにとら
われることなく、前向きに取り組んでください。教職員・学生がともに知恵を出しあって、新しい東京大学とより良い社会をつくるためにがんばっていきましょう。

すでに東京大学はこの緊急事態に対し、学生のみなさんの勉学研究の機会を確保するため、新学期の講義をすべてオンラインへと転換しました。学生のみなさんには、家で受講できるように、ルーターや
PCの貸し出しを行っています。それにより、オンライン学習の環境はかなり整い、多くの講義がオンラインで開講できています。もちろん不自由なことも多いのですが、学生のみなさんからは、多様な講義
を取りやすくなった、復習がやりやすいというような感想も聞いています。オンラインの講義は、多くの教員にとっても新しい経験で、そこでの発見もありました。個別の学生のみなさんとのやりとりがむしろ
通常の教室でよりやりやすくなったという声も聞きます。

しかし、研究や自習に不可欠の図書館は基本的に閉鎖した状態であり、対面でのコミュニケーションやキャンパスの実験施設の利用が欠かせない実習などはまだ始めることはできていません。特に新入
生のみなさんは、心待ちにしていた東京大学キャンパスでの学びがはじまらず、東京大学の学生としての実感をまだ持てていないかもしれません。新学期に再び仲間たちとの勉学や課題活動を楽しみし
ていたみなさんも、残念な気持ちでいるでしょう。

一方で、このコロナ禍は少なからず学生のみなさんの生活環境を変えています。特に、経済的に苦しくなった学生もいるでしょう。東京大学では、そのようなみなさんに少しでも安心して学業に専念してもら
えるよう、支援のプログラム*を整えました。是非、遠慮せずに積極的に活用してください。外出自粛の時間が長くなると、生活のリズムが失われて、心身に不調をきたすようなことがあるかもしれません。
友人たちとのネットを通じた交流を深めるなどして、一人で悩みを抱え込まないことが大切です。東京大学の各部局の教務や学生相談の窓口は、いつもみなさんに開かれています。

教職員のみなさんも、多くの方が在宅での仕事を余儀なくされ、身近な同僚やスタッフとすぐに相談や議論ができない、研究のフィールドに出られないなど、これまで通りに業務が進められず、不自由を感
じておられると思います。この状況はさらにしばらく続くことになりますが、どうかこうした環境のポジティブな面にも目を向け、前向きな気持ちをもって、この機会を未来への糧として活用してもらいたいと
思っています。強いられた在宅の時間は、視野を広げる絶好の機会となるかもしれません。

今私たちは、コロナ禍と戦う中で、テレワーキング、オンラインでの授業や診療といった新しい取組をすすめていますが、じつはこれらは、すべてSociety5.0という新しい社会に向けた準備ともなっています。

私がこれまでいろいろなところで述べてきたように、現代社会は今、大きな転換点に立っています。近年の急速なデジタル技術の革新によって、私たちが生活する空間では、身近でリアルな世界とサイ
バー上のバーチャルな世界の融合が急速にすすんでいます。知識や情報が社会経済の価値を担う知識集約型の社会への転換によって、地球環境劣化や社会における格差拡大など、さまざまな地球規
模の課題を乗り越え、多様な人びとがそれぞれ個性を活かして社会に貢献できる包摂的な社会、インクルーシブな社会が実現することが期待されています。このより良い社会こそがSociety5.0です。すな
わち、私たちはコロナ感染症拡大への対処のなかで、サイバー空間の積極的な活用を余儀なくされ、Society5.0への転換を一気に加速して進めているのです。オンラインでの研究教育の実践などからも
感じているように、コロナ禍が終息した後の世界は、デジタル革新がもたらす技術の活用が高まります。そしてそれが便利なツールの利用にとどまらず、制度や価値観についても旧来のさまざまな殻を脱
皮していくことになる事態が予測されます。そこでは、サイバー空間の活用によって、リアルな空間での活動がより輝き、より魅力的でいっそう価値あるものとならねばなりません。みなさんも、現在の制限
された研究教育の環境の中で、デジタル技術を積極的に活用した優れた取り組みの情報を共有し、新しい可能性を生みだすなど、来たるべきSociety5.0における東京大学での研究や仕事の在り方のイ
メージを膨らませていただけるとありがたいと思っています。

緊急事態宣言が継続される一方で、少し明るい兆しもあります。日々報告される感染者数は、着実に減少に向かっており、行動制限レベルを下げて、キャンパスでの活動を再開できる日は近づいていま
す。安全を確保しつつ、対面での教育や研究室での活動を限定的ではありますが、行えるようになる日が視野に入ってきました。その状況になってもなお、感染拡大防止を最優先にしなければならないこ
とは変わりません。いわゆる3密（密閉・密集・密接）の回避を維持しながらどのように活動すれば良いのか、今から良く検討しておく必要があります。

感染症との共生は、行動の単なる制約としてではなく、私たちが新しい価値を生み出す苗床となるべきなのです。そのための私たちの創意と努力の積み重ねは、Society5.0が掲げるインクルーシブで地球
環境に優しい、より良い社会の実現をぐっと近くに引き寄せるはずです。私もそうした研究教育の環境ができるかぎり早く実現するように全力で支援していきます。

困難な時代ではありますが、希望をもって、一緒に進んでいきましょう。

東京大学総長
五神 真

新型コロナウイルス感染症に関連する対応について

コロナ禍が終われば新しい
明るい未来が待っている

コロナ禍をチャンスととらえ、
新たな社会を作りましょう

コロナ禍によりSociety5.0への
転換を知らず知らずのうちに進
めている（遠隔授業・在宅勤務）



第５期科学技術基本計画
ＩＣＴの進化等により、社会・経済の構造が日々大きく変化する「大変革時代」
国内外の課題が増大、複雑化する中で科学技術イノベーション推進の必要性

内閣府資料



観象・観察
三松ダイアグラム

火山観測所

（多項目）観測網

気象庁観測網の充実

データ流通（JVDN） 高付加価値観測

サプライチェーン強化

データ同化
防災への応用

データベース機能の強化
人的交流（文化の融合）

目指せ火山観測研究5.0

定量的モデル
数理メソッド

工場の統合一元的大規模流通



内閣府火山対策会議「火山行政に係る検討会」報告書 参考資料

内閣府 火山対策会議
「あるべき火山防災体制」
• 火山監視に最新の研究成果を取り

入れやすい体制
• 火山専門家の持続的な確保・育成
• 充実した観測体制の下，先端的な

基礎研究の推進

研究機関連携による効果
・分野間のバランス
・年齢構成のバランス
・新たな分野創出



火山ハザードに関する調査・研究体制

内閣府火山対策会議（第６回）H29.6.23 資料 一部改変

2018年ハワイ噴火に際しては，国の
行政機関であるUSGSが，防災上も
学術上も目覚ましい成果を上げた

大規模な観測を実施し，それを社会に発信するに
は，専門性と組織力が必要．職員の1/3が博士号を
取得者であるような専門性の高い行政機関は日本
に存在しない

観測計画の策定： 自由な発想と高い学識
観測の実施： 行政機関としての組織力
情報の発表： 行政機関としての責任感

アウトリーチも素晴らしかった



FUTUREVOLC is a 26-partner project 
funded by FP7 Environment Programme 
of the European Commission, 
addressing topic “Long-term monitoring 
experiment in geologically active regions 
of Europe prone to natural hazards: the 
Supersite concept”. The project started 1 
October 2012 and has duration of 3.5 
years. The supersite concept implies 
integration of space and ground based 
observations for improved monitoring 
and evaluation of volcanic hazards, and 
open data policy. The project is led by 
University of Iceland together with the 
Icelandic Meteorological Office.

The study area includes the most active 
volcanoes in Iceland including 
Bárðarbunga, Grimsvötn, Askja, Hekla, 
Katla and Eyjafjallajökull
Following this award, a considerable 
amount of satellite data was made 
available for both past and future satellite 
acquisitions, including new X-band 
images and historic C-band images. 
Satellite data awarded includes new 
COSMO-Skymed, TerraSAR-X and 
Radarsat-2 images.

諸外国では多くの研究者が集結し，魅
力ある研究を組織的に推進している
これは Hazard Research Program



Bardarbunga volcano 2014-2015
多数の学術成果



噴火時の大規模観測：普段の活動計画も重要

噴火時の高度な研究活動の実施には普段から組織的研究が必須

〇計画的な観測研究（「比較研究」を系統的に行う）
例： 標準モデル構築を念頭にした観測（場所，観測密度をデザイン）

〇これまでと異なった手法による観測，これまでなかった観測量：システム開発
例：新たな観測手法、これまでにない精度の観測の志向

レーダー・SAR干渉解析（リモート），ドローン・ロボット（無人化），ガス連続観測，稠密多項目観測

〇新たな解析手法に適した観測
例：長周期地震動（2000年頃），Infrasonic，地震波干渉法，レーダ画像処理，AIによる処理

これらを実現するには，観測の“高度工業化”：工場の統合

個人商店から企業体へ（永続できる組織体，特定の個人に依存しすぎない）
本社機能： 研究戦略の立案

データ一元化とベースの充実→生産性向上への活用

工場機能： 機材の整備，メンテナンスのシステム化
観測支援体制の充実



普段の活動の例（個人的な構想）：皆様も独自で考えてほしい
私の構想： 比較研究をどのように具体的に進めるか

比較研究は構造や火山活動の類似点と相違点に注目する 標準モデル

霧島山硫黄山の地下比抵抗構造と震源分布

箱根火山 弥陀ヶ原（立山）

水蒸気噴火の準備過程標準モデル
１．地下に熱水を蓄積しやすい山体構造
２．事前に深部でマグマ供給（広域地盤変動）
３．浅部地震活動の活発化
４．噴気・火山ガスの発生
５．直前に浅部での増圧（局所的地盤変動）

粘土層

温
度

250℃

0℃

水蒸気噴火発生場について、共通に見られる浅部の地下比抵抗構造
（粘土層と思われる低比抵抗層の広がり）が見られることが確認できた。
しかし、低比抵抗＝粘土層とは限らない。下部に熱水の存在の確認が必要。

同程度の空間分解能で地震波速度分布の推定が必要
透水率（比抵抗を反映）、弾性率（地震波速度を反映）のマルチパラメーターで地
下状態をモニターし、シミュレーションによる温度場の推定（右図）を合わせること
により、水蒸気噴火の理解と噴火切迫性評価の高度化につながる。

火山PJ 課題Bサブテーマ４中間評価



新型地震計 ＝ 広帯域加速度計

レーザー干渉計
による振子計測
⇒高分解能

小型 直径8㎝
高さ12㎝

低消費電力
低価格

周期10秒までの
信号取得可能

深さ～5km程度
加速度計であるため
設置取り扱い容易

Noise correlation Dispersion

地震計：4.5Hz 速度計
解析時間：約72時間

Ambient Noise解析で
詳細な構造が出そう

もっと深く！



まとめ
• これまでのシステムや考え方を継続することは財政的，

人的資源の点から不可能・不可逆

• 建議による観測研究計画も「個別火山」中心から「比較研
究（火山現象解明）」中心に路線変更（10年前～現在）

• 新たな価値観の創成に向けて，今こそ火山観測5.0を目
指すべき ：大規模な機動観測，一元的データ流通充実

これまで観測網構築（工業化）で学術をリードしてきたが，
気象庁の観測網の整備が進んだので，将来の火山防災に
資する新たな学術を創出する方向に転換すべき時期

→ 単独機関で実施困難な点も多いので緩やかな統合

→ 既存のデータも活用しながら，新たなデータの取得

→ 目的を明確にした組織的体系的観測研究

→ それを支える仕組・体制
火山観測3.0を生きてきた者からの遺言


